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2.2 海溝型地震の震源特性の調査

既往研究による海溝型地震の運動学的震源モデルを 15 地震以上収集し、Somerville et al.

(1999) によるトリミング手法等を用いてそれらすべり量分布（不均質震源モデル）から震

源断層領域及びアスペリティ領域を抽出した。また、破壊開始点やアスペリティ領域等の

深さ方向の分布を分析し、既往研究で得られた SMGA モデル等との比較を行った。

2.2.1 震源モデルの収集・整理

Mai and Thingbaijam (2014) による震源モデルデータベースから表 2-25、表 2-26、に示す

データを収集した。収集地震は、計 18 地震（79 文献）である。
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表 2-27 スケーリング則の検証及び深さ方向の分布に関する分析に用いたデータ

地震名 date 𝑀𝑊 𝑀0

震源断
層面積
（km²）

アスペ
リティ
面積

（km²）

震源
深さ

（km）

震源断
層平均
深さ

（km）

アスペリ
ティ平均
深さ

（km）

2006 年千島列

島地震

2006

11/15
8.3 3.65 × 1021 34543.85 9053.13 17.54 16.53 9.44

2007 年インド

ネシア Benkulu

地震

2007

9/12
8.5 5.38 × 1021 67872.22 17340.01 26.58 28.08 28.91

2007 年インド

ネシア Pagai

地震

2007

9/12
8.2 7.98 × 1020 20327.31 4912.19 39.52 36.13 38.68

2007 年ソロモ

ン群島地震

2007

4/1
8.2 2.05 × 1021 22250.21 5589.99 10.77 17.57 10.81

2007 年ペルー

Pisco 地震

2007

8/15
8.2 1.35 × 1021 23215.73 6666.20 36.24 30.64 23.57

2007 年千島列

島地震

2007

1/13
8.2 1.82 × 1021 9267.12 2304.07 11.08 18.91 9.80

2008 年インド

ネシア

Simeulue 地震

2008

2/20
7.4 1.47 × 1020 11372.57 2491.98 24.77 27.43 28.60

2010 年インド

ネシアスマト

ラ地震

2010

10/25
7.8 4.75 × 1020 28632.48 7099.30 16.17 16.99 12.60

2010 年インド

ネシア北部ス

マトラ地震

2010

5/9
7.2 8.20 × 1019 2047.26 451.80 41.19 41.45 40.92

2010 年チリ

Maule 地震

2010

2/27
8.8 1.91 × 1022 82839.32 17996.18 26.92 25.71 24.34

2011 年東北地

方太平洋沖地

震

2011

3/11
9.0 4.23 × 1022 72558.68 18079.46 20.08 18.09 9.87

2012 年インド

ネシアスマト

ラ地震

2012

4/11
8.7 9.73 × 1021 13149.47 3542.66 23.20 22.04 15.25

2012 年メキシ

コ Oaxaca 地震

2012

3/20
7.4 1.52 × 1020 7042.15 1228.96 19.91 16.42 19.19

2013 年オホー

ツク海地震

2013

5/24
8.4 4.91 × 1021 11700.00 2700.00 613.97 605.40 606.70

2014 年チリ

Iquique 地震

2014

4/1
8.1 1.98 × 1021 43093.62 9322.23 23.21 30.55 31.56

2015 年チリ

Illapel 地震

2015

9/16
8.2 3.11 × 1021 27455.50 7737.91 26.93 22.84 16.52

2016 年インド

ネシアスマト

ラ南西地震

2016

3/2
7.8 6.01 × 1020 1897.37 565.69 23.49 9.04 5.53

2017 年メキシ

コ Chiapas 地

震

2017

9/8
8.1 1.88 × 1021 8450.00 2050.00 18.00 35.28 27.88
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2.2.2 震源断層領域及びアスペリティ領域の抽出

収集した震源モデルに対して、Somerville et al. (1999) によるトリミング手法等を用い、

震源断層領域及びアスペリティ領域を抽出した。抽出したアスペリティ領域及び震源断層

領域の面積を表 2-25、表 2-26 に示す。なお、地震モーメント、アスペリティ領域、震源断

層領域の面積は、モデルが複数ある場合は、幾何平均を採用した。

2.2.3 スケーリング則の検証

表 2-25、表 2-26 より、本検討で用いたデータを表 2-27 に再整理した。抽出したアスペ

リティ領域及び震源断層領域の面積について、大崎総合研究所(2023)の結果及び既往の経

験的スケーリング則との比較を行った。地震モーメントと震源断層面積との関係では以下

の 4 つの既往のスケーリング則との比較を行った。

 Utsu (2001)

 Murotani et al. (2008)

 Tajima et al. (2013)

 Dan et al. (2018)

地震モーメントとアスペリティ面積の関係については、以下の 3 つの既往のスケーリン

グ則との比較を行った。Tajima et al. (2013) については、アスペリティ面積比を 20%と仮定

して、元の地震モーメントと震源断層面積との関係に 0.2 倍をかけた式を用いた。

 Somerville et al. (1999)

 Murotani et al. (2008)

 Tajima et al. (2013) ×0.2 （アスペリティ面積比 20%と仮定）

スケーリング則との比較をする際は、図 2-89 に示す大崎総合研究所（2023）の検討と

同様に、地域特性を把握するため、プレートごとに検討した。本検討で収集した地震に該

当する地域は、国内（太平洋）・Peru・Solomon・Sumatra・So.Chile ・Central Chile・

Central America の計 7 地域である。収集した地震のうち、2007 年千島列島地震、2012 年イ

ンドネシアスマトラ地震、2016 年インドネシアスマトラ南西地震は、アウターライズ地震

であり、2013 年オホーツク地震、2017 年メキシコ Chiapas 地震はスラブ内地震であること

から、地震タイプの違いによる傾向を調査するため、これら 5 つの地震は、海洋プレート

内地震として、プレート境界型地震である他の 13 地震とは別で過年度の結果及びスケー

リング則との比較を行った。海洋プレート内地震の地震モーメントと震源断層面積の関係

で比較する既往のスケーリング則は以下の 2 つである

 Somerville et al. (1999)

 Iwata and Asano (2010)
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また、海洋プレート内地震の地震モーメントとアスペリティ面積の関係については、以

下の 3 つのスケーリング則との比較を行った。

 Somerville et al. (1999)

 Sasatani et al. (2006)

 Iwata and Asano (2010)

図 2-90 から図 2-96 には、プレート境界型地震の検討結果を示す。また、図 2-97 と図

2-98 には、海洋プレート内地震の検討結果を示す。海外の海洋プレート内地震における地

震モーメントと断層面積の検討については、大崎総合研究所（2022, 2023）でも検討され

ていないため本検討でも除いた。各比較図内の黒の縦線で示すのは、第 2 ステージと第 3

ステージの境界である。

本検討の結果は、Sumatra 地域を除いて、地震モーメントと断層面積の関係及び地震モ

ーメントとアスペリティ面積の関係の両者において、地域に関わらず過年度の結果及び既

往のスケーリング則と概ね整合的である。Sumatra 地域については、過年度の結果におい

てもばらつきが大きい結果となっていることから、地域性による効果であることが考えら

れる。

海洋プレート内の結果では、Okhotsk 地域と Sumatra 地域の地震は、Iwata and Asano

(2010)のスケーリング則に整合的である。Central America 地域では内陸地殻内地震を対象

としたスケーリング則である Somerville et al. (1999)と整合的であるが、図中赤丸で示す

Central America 地域の過年度の結果も同様な傾向を示しているため、プレート境界型地震

における Sumatra 地域と同様に、地域性による効果であることが考えられる。

図 2-89 スケーリング則の検証で検討したプレートの地域

（R4 海溝型報告書より）
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図 2-90 国内（太平洋）における過年度結果とスケーリング則との比較

（左：𝑀0 − 𝑆 右：𝑀0 − 𝑆𝑎）

図 2-91 Peru における過年度結果とスケーリング則との比較

（左：𝑀0 − 𝑆 右：𝑀0 − 𝑆𝑎）
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図 2-92 Solomon における過年度結果とスケーリング則との比較

（左：𝑀0 − 𝑆 右：𝑀0 − 𝑆𝑎）

図 2-93 Sumatra における過年度結果とスケーリング則との比較

（左：𝑀0 − 𝑆 右：𝑀0 − 𝑆𝑎）
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図 2-94 So.Chile における過年度結果とスケーリング則との比較

（左：𝑀0 − 𝑆 右：𝑀0 − 𝑆𝑎）

図 2-95 Central Chile における過年度結果とスケーリング則との比較

（左：𝑀0 − 𝑆 右：𝑀0 − 𝑆𝑎）
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図 2-96 Central America における過年度結果とスケーリング則との比較

（左：𝑀0 − 𝑆 右：𝑀0 − 𝑆𝑎）

図 2-97 国内（太平洋）における海洋プレート内地震の過年度結果とスケーリング則

との比較

（左：𝑀0 − 𝑆 右：𝑀0 − 𝑆𝑎）
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図 2-98 𝑀0 − 𝑆𝑎関係における海外の海洋プレート内地震の過年度結果とスケーリング

則との比較（左：Okhotsk と Sumatra 右：Central America）

2.2.4 深さ方向の分布に関する分析

破壊開始点やアスペリティ領域等について、深さ方向の分布を分析した。本検討では、

アスペリティ領域及び震源断層領域の平均深さには、震源モデルより抽出したアスペリテ

ィ領域及び震源断層領域に該当する要素断層の中心深さを平均した値を採用した。その結

果を表 2-27 に示す。なお、アスペリティ領域及び震源断層領域の面積と同様に、モデルが

複数あるものについては、幾何平均を採用した。

図 2-99 には、震源深さに対するアスペリティの平均深さの関係と断層平均深さに対す

るアスペリティの平均深さの関係と震源深さとアスペリティの平均深さについて、断層上

端深さからのみた断層幅内の相対的深さ（%）の関係を示す。また、図中黒の×印に、

2022 年福島県沖の地震の結果を示す。なお、それぞれの図の色は、プレートの地域で分け

た。図 2-100 のうち、赤い色で示す 1 つの地震が断層上端深さに対する震源深さにおい

て、100%を越えているが、これは、震源の位置が震源断層の領域より深い位置にあること

を示している。

図 2-99 より、アスペリティの平均深さは、震源深さ及び断層平均深さに対して浅くな

る傾向がある。また、図 2-100 より、アスペリティの平均深さ及び震源深さは、断層内の

比較的深い位置に集中する傾向が見られる。
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図 2-99 左：震源深さに対するアスペリティの平均深さの関係 左：断層平均深さに対す

るアスペリティの平均深さ

図 2-100 震源深さとアスペリティの平均深さの断層上端深さからみた断層幅内の相対

深さ（%）
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2.3 スケーリング則の検証

本節では、本検討の対象地震である 2023 年トルコ・シリア地震、2022 年台湾池上地

震、2022 年福島県沖の地震について構築した SMGA モデルを既往のスケーリング則と比

較した。断層面積及び、アスペリティ面積は震源インバージョン結果より Somerville et al.

(1999) によるトリミング手法で抽出したものを用いた。また、2022 年台湾池上地震につい

ては、2 つのセグメントを用いて、Somerville et al. (1999) によるトリミング手法を適用す

ると、セグメント１の深部の両端部及び、セグメント 2 の浅部の比較的すべり量の大きな

領域の影響により、トリミングが行えず、地震モーメントに対する断層面積がスケーリン

グ則から大きく外れる結果となる。そこで、セグメント１の深部両端部及び、セグメント

２の浅部の比較的大きな領域が計算波形に及ぼす影響度の検証を行った。

2.3.1 内陸地震のスケーリング則の検証

A) 2023 台湾池上地震におけるトリミングの検証

当該地震では、セグメント 1 の深部両端部及び、セグメント 2 の浅部のすべり量の大

きな領域が計算波形に及ぼす影響度の検証を行った。検討方針は、セグメント 2 及び、

図 2-101 の赤枠に示す範囲のすべり量を 0 とした場合の計算波形が主要動に及ぼす影響

度を確認し、影響度が少ない場合には該当する領域のすべり量を 0 とする。計算地点を

図 2-102 に示す。

図 2-103 と図 2-104 に結果を示す。比較結果より、セグメント 2 及びセグメント 1 の

断層端部の領域が主要度に及ぼす影響度は低いと考えらえる。よって、本検討では、セ

グメント 2 及びセグメント 1 の断層端部の領域のすべり量を 0 とし、Somerville et al.

(1999) によるトリミング手法を用いて断層面積、アスペリティ面積を検討した。
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図 2-101 2022 年台湾池上地震におけるトリミングの検証

図 2-102 2022 年台湾池上地震のトリミングの検証に用いた観測点
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図 2-103 セグメント 2の影響度の検証

（黒線：セグメント 1 の波形 赤線：セグメント 2の波形 青線：セグメント 1とセグ

メント 2を合成した波形）
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図 2-104 セグメント 1の断層端部のすべりによる影響度の検証

（黒線：セグメント 1 の波形 赤線：セグメント 1 より端部のすべり量を 0 とした波

形）



2-103

B) スケーリング則の検証

地震モーメントと短周期レベルの関係及び、地震モーメントと断層面積、SMGA 面積

の関係、地震モーメントとアスペリティ面積について、既往のスケーリング則との比較

を図 2-105、図 2-106、図 2-107 にそれぞれ示す。両地震ともに、短周期レベル、断層

面積、SMGA 面積、アスペリティ面積のいずれにおいても既往のスケーリング則と概ね

整合的である。

図 2-105 地震モーメントと短周期レベルの関係におけるスケーリング則との比較
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図 2-106 地震モーメントと断層面積及び SMGA 面積の関係におけるスケーリング則と

の比較

図 2-107 2023 年トルコ・シリア地震及び 2022 年台湾池上地震のアスペリティ面積とス

ケーリング則の比較
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2.3.2 海溝型地震のスケーリング則の検証

2022 年福島県沖の地震について、地震モーメントと短周期レベルの関係及び、地震モー

メントと SMGA 面積、地震モーメントとアスペリティ面積の関係において既往のスケーリ

ング則との比較を図 2-108、図 2-109 に示す。短周期レベル、SMGA 面積のいずれもスケ

ーリング則と概ね整合的である。

図 2-108 スケーリング則との比較

（左：地震モーメントと短周期レベルにおける既往研究とスケーリング則との比較

右：地震モーメントと SMGA 面積における既往研究とスケーリング則との比較）
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図 2-109 地震モーメントとアスペリティ面積におけるスケーリング則との比較
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2.4 強震動予測のための「レシピ」の流れ

本節では、本事業の位置づけを明確にするために、1998 年に入倉・他により提示された

強震動予測のための「レシピ」のうち断層モデルの設定法について、その後の流れも含めて

解説するとともに、最新の研究を紹介する。また、これらを受けて、「レシピ」の今後の骨

格について考察する。

2.4.1 強震動予測のための「レシピ」の進化

強震動予測のための「レシピ」は、下のように、大きく、第１世代、第２世代、第３世代

の 3 つに分類できる。

(a) 第１世代：「入倉レシピ」

第１世代は、入倉・他 (1998) により提案された強震動予測のための断層パラメータの

設定手順で、「レシピ」という用語がはじめて使われた。提案者の名前を冠して研究者間

では、「入倉レシピ」と呼んでいた。「入倉レシピ」では、強震動を生成する領域、すなわ

ち強震動生成域 (SMGA: Strong Motion Generation Area) を円形クラックの式で表される

力学モデル（図 2-110 に示すような応力降下量とすべり量とをつなぐモデル）を用いてい

る。また、強震動生成域は複数あってもよく、イメージとしては、(Papageorgiou and Aki,

1983) による多重円形クラックモデル (specific barrier model) であり、強震動生成域の円

周上ではすべりは 0 に拘束されている。「入倉レシピ」は、内閣府 (2012) により、南海ト

ラフの巨大地震による強震動予測などに用いられている。

1995 年兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）では、図 2-112 に示すように、震度 7 の震

災の帯ができた。その後、その原因が周期 1 秒程度の強震動であることが分かった。

松島・川瀬 (2009) は、図 2-113 に示すように、これらの強震動の１波ずつが、アスペリ

ティから放出されたものであることを示した。ここでいうアスペリティとは、「入倉レシピ」

でいう強震動生成域と同じで、図 2-113 には背景領域もあるが、そこからの地震波の放出は

ないとされている。

図 2-110 円形クラックの応力降

下量とすべり量 (壇, 2008)

図 2-111 多重円形クラックモデル

(Papageorgiou and Aki,1983)
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(b) 第２世代：「入倉修正レシピ」

図 2-113 に示すアスペリティの集合体では、強震動は説明できても、断層面全体による

地震モーメントが説明できず、実際の値の半分程度となる。

そこで導入されたのが、図 2-114 に示すアスペリティモデル (Das and Kostrov, 1986) であ

る。アスペリティモデルは、応力降下をおこさない背景領域（正確には、すでに蓄積された

応力が解放されている領域）から構成される断層モデルである。図 2-114 にアスペリティモ

デルの震源時間関数とアスペリティモデルのアスペリティを円形クラックモデルに置き換

えた時の震源時間関数を示す。震源時間関数で増加部分と減少部分が、アスペリティモデル

と円形クラックモデルでは同じなので、短周期成分の振幅は同じであるが、震源時間関数と

横軸との囲む面積（地震モーメント）は、アスペリティモデルの方が大きい。

図 2-112 兵庫県南部地震の震災の帯

(松島・川瀬, 2009)

図 2-113 強震動パルスとアスペリティ

(松島・川瀬, 2009)

図 2-114 アスペリティモデル

(Das and Kostrov, 1986) 図 2-115 アスペリティモデルの力学特性
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このような単純化された断層モデルを用いる利点としては、下の 2 点が考えられる。

1) 起こった地震の震源を解釈しやすい。

1995 年兵庫県南部地震では、図 2-113 に示すように、神戸の下に 5 個のアスペリティが

同定されており、強震動パルスを生成した。同様に、1923 年関東地震では、小田原と館山

の下にアスペリティが１個ずつ同定されている。

2) これから起こると想定される地震の震源を設定しやすい。

これから起こると想定されている糸魚川-静岡構造線の地震や南海トラフの巨大地震の震

源を設定しやすく、すでに強震動の予測事例も多く蓄積されている。

アスペリティモデルを記述する主なパラメータは、図 2-115 に示すように 6 つではある

が、それ以外のパラメータを含めると、図 2-116 に示すように 27 個ある。これらの断層パ

ラメータは、下のように、3 つに分類できる。

1) 活断層調査などから設定するもの

断層長さや傾斜角

2) 経験的な関係式で算定するもの

断層長さや断層面積から算定する地震モーメントなど

3) 理論的な関係式で算定するもの

図 2-115 の左下に示した式などによるアスペリティの面積の算定など

Irikura et al. (2002) は、これらの断層パラメータの設定手順を整理し、「修正入倉レシピ」

として発表した。また、地震調査研究推進本部 (2017) では、断層モデルの設定方法だけで

はなく、地下構造モデルの設定方法や強震動の計算方法、および予測結果の検証方法も加え

図 2-116 強震動予測に用いる

断層パラメータ (壇 , 2008)

図 2-117 強震動評価結果の例

(地震調査研究推進本部, 2002)
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て、広く適用できるように「レシピ」として発表した。

地震調査研究推進本部 (2002) では、「レシピ」の有効性を示すために、糸魚川‐静岡構造

線のうち、長さ 112 km の部分の断層モデルを作成して、強震動を計算した。図 2-117 は、

強震動評価結果を震度にして示したものである。

また、図 2-118 は、強震動の予測結果の例で、速度パルスが見られる。一方、図 2-119 は、

強震動の予測結果を検証するために、司・翌川 (1999) による距離減衰式と比較したもので、

両者がきわめてよく対応しているのがわかる。

図 2-119 では、強震動の予測結果の検証のために、距離減衰式との整合性を示している

が、「レシピ」では、予測結果の検証方法として、下の 3 つを示している。

1) 過去の地震の観測記録

2) 過去の地震の震度分布

3) 記録を統計処理した距離減衰式

ここに、距離減衰式とは、多くの地震記録を統計処理して、その最大加速度や最大速度、

応答スペクトルなどを、 マグニチュード、震源距離、地盤条件などを入力パラメータとし

て、式で表したものである。

(c) 第３世代（研究開発中）

第２世代の「修正入倉レシピ」では、強震動の予測を中心にしていたこと、その根拠が図

2-113 に示したように、断層破壊が地震面に達していない地震によるものであったことによ

るが、2016 年に起こった熊本地震では永久変位を含む強震記録が得られたため、浅部断層

もモデルに含める研究が行われている。入倉・倉橋 (2017) では、「レシピ」の浅部断層への

拡張としているので、ここでは「拡張レシピ」と呼ぶこととする。

本章では、以降、現在開発中の「拡張レシピ」に関連する研究を整理した。

図 2-118 速度波形の例

(地震調査研究推進本部, 2002)

図 2-119 予測結果の検証

(地震調査研究推進本部, 2002)
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2.4.2 地震調査研究推進本部の「レシピ」の課題

地震調査研究推進本部 (2017) の「レシピ」では、図 2-120 に示すように、断層を３つの

ステージに分けて扱っている。これは、３（スリー）ステージモデルと呼ばれている。

第１ステージでは、断層面が応力を蓄積できる地震発生層の中にとどまっている状態で

ある。第１ステージの地震では、断層の周上ですべり量はゼロとなっており、この条件は円

形クラックモデルと同じである。第１ステージの地震の断層長さ L と幅 W およびすべり量

およびすべり量 D はほぼ比例することが知られている。

第２ステージでは、断層破壊が地震発生層の下端に達するとともに、地表面まで達し、断

層幅がこれ以上は大きくなれない状態である。第１ステージの地震では、断層の周上ですべ

り量はゼロであったが、第２ステージの地震では、断層の上端（地表面）ではすべり量がゼ

ロとはならない。

第３ステージでは、断層長さがさらに長くなり、断層面上のすべり量が飽和し、これ以上

は大きくすべらない状態である。第３ステージの地震では、第２ステージの地震と同じく断

層の上端（地表面）ではすべり量がゼロとはならない。

図 2-120 巨視的断層パラメータの３(スリー)ステージモデル

上述したように、断層を 3 つのステージに分けた根拠を図 2-121 と図 2-122 に示す。

図 2-121 は、断層長さと幅との関係 (渡辺・他, 2002 に加筆) である。図中、〇は横ずれ断

層による内陸地震のもので、断層長さが短いうちは断層長さと幅は比例して大きくなるが、

断層長さが 30 km 程度で、幅は約 15 km で一定値になることがわかる。同様に、図中の●

で示した沈み込み帯におけるプレート境界地震では、断層長さが 300 km 程度で幅は約 150

km で一定値となることがわかる。

図 2-122 は、内陸地震の断層長さと地表変位量との関係 (Murotani et al., 2014) である。図

より、断層長さが約 100 km 程度以上で地表変位量は 10 m 程度の一定値となることがわか

る。
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「レシピ」では、断層全体を地中に埋まった円形クラックモデルとして平均応力降下量を

算定しているのが、このモデルは、図 2-120 に示した第１ステージの地震を想定している。

しかし、第２ステージや第３ステージの地震では、断層が地表面に達して、自由表面になっ

ていること、および断層の形状が横長になっていることにより、地中に埋まった円形クラッ

クモデルではモデル化できない。このことについては、「レシピ」に下の記述がある。

平均応力降下量の算定式の課題を顕著に示したのが、2016 年熊本地震（M7.3）である。

2016 年熊本地震では、図 2-123 で黒い楕円で示したように、布田川断層帯の東部と日奈久

断層帯の北部が破壊した (地震調査研究推進本部「熊本県の地震活動の特徴」に加筆)。

布田川・日奈久断層帯では、熊本地震の前に、強震動評価が行われ、結果が公開されてい

た (地震調査研究推進本部, 2014) 。図 2-124 には、布田川断層の布田川区間の破壊を想定

したときの西原村（地表断層まで 700 m）における予想擬似速度応答スペクトルと 2016 年

図 2-121 断層長さと地表変位量との関係

(渡辺・他, 2002 に加筆)

図 2-122 断層長さと地表変位量との

関係 (Murotani et al., 2014)
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熊本地震で観測された記録の擬似速度応答スペクトルを示す (壇・他、2017) 。図より、マ

グニチュードの差があるものの、その差を考慮しても、長周期側で 10 倍程度の差があるこ

とがわかる。

田中・他 (2018) は、地震調査研究推進本部の「レシピ」が熊本地震に適用できるかを調

べた。

図 2-125 と図 2-126 に「レシピ」で作成した熊本地震の断層モデルを示す。具体的には、

地震発生層（深さ 3 km～19 km）における断層面には、「レシピ」を適用して断層パラメー

タを設定したうえで、地震発生層よりも浅い断層では、独自にインバージョン結果を統計処

理して求めたすべり量と継続時間を有するすべり速度時間関数を適用した。

図 2-127 に、西原村における観測記録（断層並行方向の速度波形と変位波形）を示す。図

より、「レシピ」で作成した震源断層だけでは、速度波形も変位波形も再現できないこと、

浅部断層を加えると速度波形は過小評価ではあるが、変位波形は観測記録に近づくことが

わかる。

図 2-123 布田川断層帯・日奈久断層帯

(地震調査研究推進本部に加筆)

図 2-124 観測記録と事前予測結果

との比較 (壇・他, 2017)
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図 2-127 観測波形と計算波形との比較 (田中・他, 2018)

つぎに、田中・他 (2018) は、図 2-127 に示す計算波形がさらに観測記録に近づくように、

図 2-128 と図 2-129 に示した Model-02 と Model-03 を提示した。Model-02 では、浅部断層

の大すべり域のすべり量をアスペリティのすべり量の 1.4 倍とするとともに、立ち上がり時

間を半分にしている。Model-03 では、出ノ口（いでのくち）断層を追加して、西原における

地震波の放射特性が大きくなるようにしている。

図 2-130 に、Model-02 と Model-03 を用いて計算した波形(SYN02 と SYN03)を観測記録

とともに示す。図より、Model-02 および Model-03 とも、速度波形はやや過少評価となって

いるものの、変位波形は観測記録を再現していることがわかる。

図 2-125 「レシピ」で作成した 2016

年熊本地震の断層モデル (田中・他,

2018)

図 2-126 「レシピ」で作成した 2016 年熊

本地震の断層モデル (田中・他, 2018)
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図 2-130 改良モデルによる計算波形 (田中・他, 2018)

以上、述べた田中・他 (2018) による改良のポイントは、下の 2 つである。

1) 地震本部の「レシピ」を用いる場合、前提条件として与える震源断層をどのように設定

するかが非常に重要である。

2) 地表地震断層ごく近傍の地震動を予測する場合、「レシピ」では想定されていない浅部断

層をモデル化する必要がある。

2.4.3 内陸型地震の力学モデルの例

断層破壊が地表に達する第２ステージと第３ステージの地震に対して、円形クラックモ

デルで平均応力降下量を算定するのは無理があるため、それに代わる式やそれらの式を用

いた断層面積と地震モーメントの関係式が提案されている。

具体的には、Fujii and Matsu’ura (2000) 、壇・他 (2011) 、Hikima and Simmura (2020) によ

る横ずれ断層を対象にした式、および Hikima and Simmura (2020) と壇・他 (2015) による逆

断層を対象にした式がある。このうち、壇・他 (2011) による横ずれ断層を対象にした式は、

入江・他 (2010) が行った地表地震断層を伴う横ずれ断層に対して、動力学的断層破壊シミ

ュレーションを行った結果を応用したもので、入江・他 (2010) による力学モデルの例を図

2-131 に示す。図より、自由地表面の影響で、浅部断層に応力降下がなくても大きなすべり

図 2-128 浅部断層を改良したモデル

(田中・他, 2018)

図 2-129 震源断層を改良したモデル

(田中・他, 2018)
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がでていることがわかる。このような現象は、すでに Shimazaki (1986) によって示されてお

り、図 2-132 に示すように、断層長さと地震モーメントの関係の変化だけではなく、その遷

移部分に地震モーメントの飛び移りがあることはわかっている。

2.4.4 内陸型地震の断層のイメージ

上述したような「レシピ」の課題と最新の研究成果に基づいて、断層のイメージを書いた

のが図 2-133 である。図では、1997 年鹿児島県北西部地震や 1997 年山口県北部地震のよう

なマグニチュード 6 クラスの地震の場合、震源断層は地震発生層の中にとどまっているこ

と、2000 年鳥取県西部地震のようなマグニチュード 6.5 クラスの地震の場合、震源断層は地

震発生層の上端と下端に達し、さらに断層破壊の一部が地表面に達すること、および 1999

年トルコ Kocaeli 地震や 2016 年熊本地震のようなマグニチュード７クラス以上の地震の場

合は、断層破壊が明瞭に地表面に現れることを示している。

(a)マグニチュード 6 クラス (b)マグニチュード 6.5 クラス (c)マグニチュード 7 クラス以上

図 2-133 内陸型地震の断層のイメージ (壇, 2020)

図 2-133 に示した浅部断層も含めた断層パラメータを決めるために、まず、図 2-116 に

図 2-131 内陸型地震の動力学的断層

破壊シミュレーションの結果の例

(入江, 2010)

図 2-132 自由地表面の影響

(Shimazaki, 1986 に加筆)
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示した 27 個の断層パラメータに背景領域の断層パラメータを 4 つ追加し、さらに、アスペ

リティの面積と平均すべり量を分離すると断層パラメータの数は、図 2-134 に示す 32 個に

なる。また、浅部断層を記述する断層パラメータを追加すると、図 2-135 に示す 41 個にな

る。

図 2-134 強震動予測に用いる断層パラメータ (壇, 2008 に加筆)

図 2-135 地表断層をともなう地震の強震動予測に用いる断層パラメータ

(壇, 2008 に加筆)
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図 2-135 や図 2-135 には、アスペリティの応力降下量と背景領域の実効応力が記載され

ているが、これらの物理量は、短周期地震動を計算するときに用いる経験的グリーン関数法

や統計的グリーン関数法に必要であるものの、長周期地震動を計算するときに用いる理論

的方法では必ずしも必要としない。

地震調査研究推進本部 (2017) の「レシピ」では、アスペリティモデルの面積 Saspアスペ

リティモデルの応力降下量 Δσaspは、全体の断層面積 S と地震モーメント M０ および短周期

レベル A から理論的な関係式を用いて算定されることになっているが、その根拠を下に述

べる。

まず、図 2-136 に示すような 1 個のアスペリティが存在するアスペリティモデルを考え

る。図 2-137 は、単一アスペリティモデルの応力降下量とすべり量である。このとき、アス

ペリティモデルの地震モーメントが、全体の断層面積 S とアスペリティの面積 Saspおよびア

スペリティの応力降下量 Δσasp で表されることを示す。以下では、断層全体は地中に埋まっ

ており、円形クラックモデルの境界条件、すなわち断層の周囲のすべりは 0 であると仮定す

る。

アスペリティの応力降下量 Δσaspと平均応力降下量 Δσとの間には、平均の定義により、

Δσ＝Δσasp Sasp/S (1)

の関係がある。図 2-115 では、これを変形して、

Δσasp＝Δσ (S/ Sasp) (2)

としている。

このとき、単一アスペリティモデルの地震モーメントは、

(3)

となる。一方、円形クラックモデルの応力降下量とすべり量を図 2-138 に示す。図で示した

図 2-136 単一アスペリテ

ィモデル (壇・他, 2002)

図 2-137 単一アスペリテ

ィモデルの応力降下量とすべ

り量 (壇・他, 2002)

図 2-138 円形クラッ

クモデルの応力降下量と

すべり量 (壇・他, 2002)
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すべり量は、式で書くと、

(4)

ここに、x は中心からの距離である。

次に、アスペリティモデルの地震モーメントを求めるために、アスペリティモデルおよ

び円形クラック、それぞれの応力降下量とすべり量に相反定理を適用すると、

(5)

となる。上式の左辺第一項は、

(6)

となり、左辺第二項は、

(7)

となる。また右辺は、

(8)

となるので、アスペリティモデルの地震モーメントは、

(9)

となる。ここで、背景領域の応力降下量 Δσbackを 0 とすると、地震モーメントは、

(10)

となる。上式は、アスペリティモデルが中央にあるとき、すなわち x=0 のとき、地震モーメ

ントは (24/7)r2RΔσaspの最大値をとり、縁にあるとき、すなわち x→R のとき、地震モーメン

トは 0 に近づくことを示している。

さらに、Boatwright (1988) と同じく、アスペリティが、半径 R の断層全体の中でランダム

に存在する場合を考えて、地震モーメントの期待値を計算すると、
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(11)

を得る。

同様の方法で、多重アスペリティモデルの地震モーメントの期待値も求めることができ

る。図 2-139 には、多重アスペリティモデルを、図 2-140 には、多重アスペリティモデル

の応力降下量とすべり量を示す。

単一アスペリティモデルと同じく、相反定理を用いると、地震モーメントの期待値は、

(12)

となる。ここに、r は N 個のアスペリティを面積が等しい１つの円形に置換したときの半

径、すなわち、

(13)

である。

以上より、アスペリティモデルの地震モーメントは、断層全体の面積とアスペリティの面

積およびアスペリティの応力降下量で表されることが分かった。これは、震源スペクトルと

しては、ω＝0 での値が求まったことになる。

次に、ω＝0 以外での円振動数における震源スペクトルの値を動的断層破壊シミュレーシ

ョンで確認した研究を述べる。壇・岡崎 (2008) は、図 2-141 に示すようなアスペリティモ

図 2-139 多重アスペリティモデル

(壇・他, 2002)

図 2-140 多重アスペリティモデル

(壇・他, 2002)
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デルを用いて、断層上のすべり速度時間関数を積分して震源時間関数を求めた。

図 2-141 動力学的検討に用いたアスペリティモデルとすべり弱化則 (壇・岡崎,

2008)

図 2-142 に、動力学的断層破壊シミュレーションの結果を示す。(a)は最終すべり量、(b)

はすべり速度時関数、(c)は(b)のすべり時間関数から求めた震源時間関数、および(d)は震源

時間関数のフーリエ振幅すなわち震源スペクトルである。図 2-142 (d)中、実線は動力学的

断層破壊シミュレーションの結果で、点線は、短周期レベルを「レシピ」での式

A=4πβ2Δσasp (Sasp/π)0.5 (14)

で与えた曲線である（ただし、fmax=2 Hz）。

図より、（14）式で示される「レシピ」での式は、動力学的断層破壊シミュレーションに

よる短周期レベルとほぼ対応していることがわかる。
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図 2-142 動力学的検討 (壇・岡崎, 2008)
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2.4.5 内陸型地震の「拡張レシピ」の例

以上整理してきた内陸型地震の「拡張レシピ」に関連する研究成果を踏まえると、下記の

4 つの手順が考えられる。ここに、（ア）と（イ）は、「レシピ」の（ア）と（イ）の方法に

対応した手順である。

（１）現行のレシピの暫定法をそのまま拡張（第２ステージと第３ステージの改良）

（ア）震源断層長さと幅を先に設定する場合（地表断層長さ＝震源断層長さと仮定）

（イ）地表断層長さから地表モーメントを先に設定する場合

（２）力学モデルに基づくレシピ（地表断層をともなう地震で統一）

（ア）震源断層長さと幅を先に設定する場合（地表断層長さ＝震源断層長さと仮定）

（イ）地表断層長さから地震モーメントを先に設定する場合

図 2-143 は、現行のレシピの暫定法をそのまま拡張するときの断層面積と地震モーメン

トの関係及びアスペリティ面積 (強震動生成域 SMGA 面積) と地震モーメントとの関係

(藤堂・他, 2022) である。

図 2-143 3 ステージモデル (藤堂・他, 2022)

一方、図 2-144 には、力学モデルに基づく断層面積と地震モーメントの関係 (壇・他, 2011)

を実線で示す。同図には、点線と破線で地震調査研究推進本部の「レシピ」で採用されてい

る第２ステージ用の入倉・三宅 (2001) の式および第３ステージ用の Murotani et al.(2010) の

式も示しているが、実線は、これらの式を滑らかにつなぐものとなっていることがわかる。

これは、Scholz (2002) が図 2-145 に示しているように、地震は小地震と大地震の大きく

２つに分類できることに対応している。
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ここでは、力学モデルに基づくレシピ (壇・他, 2021) について説明する。

図 2-146 には、「レシピ」の(ア)の方法に対応して、震源断層長さと幅を先に設定する場

合の断層モデルのイメージを示す。この断層モデルは、地表断層長さ Lsur と地中の震源断

層長さ Lseis が等しく、わかりやすい。また、図 2-147 には、「レシピ」の(イ)の方法に対し

て、地表断層長さから地震モーメントを先に設定する場合の断層モデルのイメージを示す。

この断層モデルでは、地表断層長さ Lsur より、地中の地震断層長さ Lseis のほうが長くな

ることが多い。

図 2-148 に、力学モデルに基づく内陸型地震の拡張レシピの例を示す。図中、左側は【手

順 A】震源断層面積を先に設定する場合で、右側は【手順 B】マグニチュードを先に設定す

る場合である。

図 2-144 力学モデルに基づく相似則

(壇・他, 2011) 図 2-145 小地震と大地震 (Scholz, 2002)

図 2-146 【手順 A】震源断層長さと幅

を先に設定する場合 (壇・他, 2021)

図 2-147 【手順 B】地表断層長さから

地震モーメントを先に設定する場合

(壇・他, 2021)
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図 2-148 力学モデルに基づく内陸型地震の拡張レシピ (壇・他, 2021)

図 2-149に、手順Aを熊本地震に適用して作成した断層モデル (Dan et al., 2019) を示す。

また、図 2-150 には、この断層モデルを用いて計算した波形を観測記録とともに示す。図

中、黒い波形は観測記録で、青い波形は震源断層 (深部断層) のみによる計算波形、赤い波

形は震源断層と浅部断層による計算波形である。図より、浅部断層を加えることにより、速

度波形と変位波形の再現性が急激に上っていることがわかる。

2.4.6 海溝型地震のうちプレート境界地震の力学モデルの例

前節で説明した内陸地震に関する研究は、海溝型地震のうち、プレート境界地震に対して

も行われている。図 2-151 には、日本付近の海溝沿いのプレート境界を示す。北から千島海

溝、日本海溝、伊豆・小笠原海溝、南西諸島海溝がプレート境界にあたる。

図 2-149 【手順 A】の熊本地震への

適用例 (Dan et al., 2019)

図 2-150 【手順 A】の熊本地震への

適用例 (Dan et al., 2019)
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図 2-151 日本付近の海溝沿いのプレート境界の位置

(地震調査研究推進本部, 2009)

図 2-152 は、地震調査研究推進本部が「レシピ」をとりまとめたときに、その有効性を示

すために設定した 1978 年宮城県沖地震の断層モデル (地震調査研究推進本部, 2005) である。

図 2-153 には、黒線は 1978 年宮城県沖地震の観測速度波形を、赤線は統計的グリーン関数

法で計算した速度波形を示す。図より、観測波形はほぼ再現されていることがわかる。

その後、畑・他 (2004) は、宮城県沖地震が、1978 年のときより 1 回り小さい地震 (図

2-152 に示した断層モデルのうち、西側半分と東側半分が別々に破壊した仮定) のときの地

震動を予測した。図 2-154 は、東側半分が破壊したとして設定した断層モデルである。マグ

ニチュードは 7 程度である。

図 2-152 1978 年宮城県沖地震のアスペ

リティモデル (地震調査研究推進本部,

2005)

図 2-153 1978 年宮城県沖地震の観測記

録の再現性 (地震調査研究推進本部, 2005)
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図 2-154 事前予測の例:宮城県沖地震 (畑・他, 2004)

その後、2005 年に、図 2-154 に示した部分が破壊して、M7.2 の地震が起こった。

図 2-155 の左欄には、上から、図 2-154 の断層モデルを用いて予測した KiK-net 志津川

における計算波形、2005 年宮城県沖の地震の観測波形、計算波形に fmax の補正を加えた波

形を示す。ここに、事前予測した波形は、観測波形に比べて短周期成分を多く含んでいたの

で、短周期成分を低減させる fmax が異なっているとして補正を加えている。図 2-155 の右

欄には、擬似速度応答スペクトルを示す。太線が観測で、破線が fmax の補正をする前、細

線が fmax を補正した後である。図より、fmax を補正することにより、0.1 秒より短い周期

帯域で計算波形の応答スペクトルが観測波形の応答スペクトルに近づいてくることがわか

る。
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図 2-155 2005 年の宮城県沖の地震による事前予測結果の検証 (壇・他, 2006)

図 2-156 は、原子力規制委員会 (2013) が原子力発電施設の津波安全性を検討するために

示した海溝型地震のうちプレート境界地震に起因する津波波源の対象領域である。図 2-156

に示したプレート境界に対して、①千島海溝～日本海溝、②伊豆・小笠原海溝、③南海トラ

フ～南西諸島海溝の 3 つが示されている。①と③は長さ約 2000km、②は約 1500km であり、

これらの領域が破壊した場合、第３ステージの地震となると考えられる。

図 2-157 は、動力学的断層破壊シミュレーションで計算したすべり量分布である。(a)は

断層長さが2011年東北地方太平洋沖地震と同じく500kmの結果、(b)と(c)はそれぞれ1000km

と 2000km の結果である。図では、応力降下量の大きなアスペリティを断層の下端近くに配

置しており、そこですべり量が大きくなっていること、および地表 (海底) 付近でも自由表

面の影響で大きくなっていることがわかる。

図 2-156 海溝型地震のうちプレート境

界地震に起因する津波波源の対象領域

(原子力規制委員会, 2013)
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(a)断層長さ 500km

(b)断層長さ 1000km (c)断層長さ 2000km

図 2-157 海溝型地震のうちプレート境界地震の場合の力学モデル

(ドルシャパラム・他, 2016)

動力学的断層破壊シミュレーションで示された図 2-157 に見られる海底付近の大すべり

域は、実際の巨大地震のすべり量の分析に基づき、地震調査研究推進本部 (2017) の「津波

レシピ」では、図 2-158 に示すような形で津波予測に用いられることになった。図中、(a)

は大すべり域の設定例で、(b)は超大すべり域の設定例である。

(a)大すべり域の設定例 (b)超大すべり域の設定例

図 2-158 地震本部 (2017) の「津波レシピ」による大すべり域と超大すべり域の設定例

2.4.7 海溝型地震のうちプレート境界地震の断層のイメージ

図 2-159 は、過去のプレート境界地震の断面上のすべり分布や図 2-157 に示した動力学

的断層破壊シミュレーションの結果、および津波レシピを踏まえて提案された断層のイメ

ージ (壇・他, 2020) である。(a)は M8 クラスの地震の断層面でほぼ 0 の領域にある。(b)は

M8.5 クラスの地震の断層面で一部が海底に達して大すべり域を有していると同時に 0 の領

域の下端にも達している。(c)は M9 クラス以上の地震の断層で、広い範囲で海底に達して、

超大すべり域も有する。
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(a)M8 クラス (b)M8.5 クラス (b)M9 クラス以上

図 2-159 海溝型地震のうちプレート境界地震の断層のイメージ (壇・他, 2020)

2.4.8 海溝型地震のうちプレート境界地震の内陸型地震の「拡張レシピ」の例

図 2-159 に示した断層のイメージを、内陸地震と同様の考え方で「拡張レシピ」を考える

と下の 2 つとなる。

（１）内陸型地震の現行のレシピの暫定法を準用して拡張（第２ステージの追加）

深部断層と浅部断層を先に仮定

（２）力学モデルに基づくレシピ（地表断層をともなう地震で統一）

深部断層と浅部断層を先に仮定

図 2-160 には、力学モデルに基づく「拡張レシピ」の例 (Dan et al., 2018) を示す。このフ

ローでは、深部断層の面積と浅部断層の面積が設定できれば、他のパラメータの値を決める

ことができる。断層面積 S が 30,000 km2以上で Mw<8.9 の場合、大すべり域のみを、断層面

積 S が 30,000 km2 以上で Mw≦8.9 の場合、大すべり域と超大すべり域を設定することにし

ている。また、過去の地震の断層モデルの分析より、平均動的応力降下量 Δσ#を 1.0 MPa、

アスペリティの動的応力降下量 Δσ#
aspを 19.9 MPa としている。
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図 2-160 海溝型地震のうちプレート境界地震用の「拡張レシピ」の例

(Dan et al., 2018)

上に示した「拡張レシピ」を 2011 年東北地方太平洋沖地震に適用して作成した断層モデ

ルを図 2-161 に示す。

図 2-162 には、この断層を用いて MYGH12 (宮城県) において計算した波形を赤で、観測

記録を黒で示す。また、図 2-163 には、FKSH17 (福島県) において計算した波形と観測記録

を示す。図より、観測加速度波形がおおむね事後予測されているが、精度を上げるためには、

各アスペリティの応力降下量を一様に与えるのではなく、宮城県沖では大きめで、茨木県沖

では小さいといった地域性、もしくは不均質性を考慮する必要がある。

アスペリティの応力降下量の不均質性については、内陸地震に関しては、小穴・他 (2015)

により確率モデルが提案されている。図 2-164 には横ずれ断層による内陸地震のアスペリ
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ティ応力降下量モデル化の例を示す。

図 2-165 は、図 2-160 に示した「拡張レシピ」を用いて作成した南海トラフの巨大地震

(MW 9.1) の断層モデル (具・他, 2019) である。図中、濃い青や緑はアスペリティ、淡い青や

緑などは背景領域、淡い黄は大すべり域、濃い黄は超大すべり域である。

図 2-166 は、図 2-161 に示した南海トラフの巨大地震の断層モデルを用いて、経験的グ

リーン関数法で計算した福島 (大阪府) における予測強震動である。周期 3 秒前後で告示ス

図 2-161 「拡張レシピ」の東北地方太

平洋沖地震への適用例

(Dan et al., 2018)

図 2-162 MYGH12 (宮城県)における観測加

速度波形と計算加速度波形

(Dan et al., 2018)

図 2-163 FKSH17 (福島県)における観測加速

度波形と計算加速度波形

(Dan et al., 2018)

図 2-164 横ずれ断層による内陸型地

震のアスペリティ（SMGA）の応力降下量

の確率モデル (小穴・他, 2015)
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ペクトルの約 5 倍と、非常に大きな値となっている。

図 2-165 「拡張レシピ」による南海トラフの巨大地震の断層モデル(具・他, 2019)

図 2-166 「拡張レシピ」による南海トラフの巨大地震の予測強震動 (宮腰・小穴, 2021)

上に示した予測強震動の妥当性を調べるために、計算波の計測震度と過去の南海トラフ

の巨大地震 (具体的には 1707 年宝永地震) のときの震度が比較されている。図 2-167 は、

松浦・他 (2011) による 1707 年宝永地震の震度分布である。この図により、計算地点の震度

を読み取って、予測強震動の計算震度と比較したのが、図 2-168 である。両者はほぼ整合す

ることがわかる。
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図 2-160 に示した「拡張レシピ」は、千島海溝の巨大地震 (MW 9.1) にも適用され、図 2-169

のような断層モデルとともに、経験的グリーン関数法で強震動が予測されている。

図 2-170 には、これまでに観測された強震動の応答スペクトルの包絡を②で、予測され

た強震動の応答スペクトルの包絡を③で示す。また、図中には、建築基準法の告示スペクト

ルも①で示す。これまでに観測された強震動の応答スペクトルの包絡や予測された強震動

の応答スペクトルの包絡は、告示スペクトルの約 5 倍となっている。

本節で説明した「拡張レシピ」による南海トラフの巨大地震の予測地震動の応用事例とし

ては、すでに下のような実績がある。

１）日本建築学会振動運営委員会(2019), 大会パネルディスカッション

「プレート境界地震による大振幅地震動の予測と耐震設計」

２）日本建築学会免震構造小委員会(2020), 刊行物

図 2-167 1707 年宝永地震の震度分布

(松浦・他, 2011 に加筆)

図 2-168 「拡張レシピ」による南

海トラフの巨大地震の予測強震動の計

測震度 (具・他, 2019)

図 2-169 「拡張レシピ」による千島海溝

の巨大地震の断層モデル

(Dan et al., 2023)

図 2-170 建築の耐震設計で用いられてい

る告示スペクトルとそれを超える観測記録と

予測強震動 (河野, 2020)
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「大振幅地震動に対する免震構造の設計」

３）日本建築学会大地震時耐震性能評価小委員会 (2021), シンポジウム

｢大振幅地震動に対する耐震性能評価｣

４）NHK スペシャルでの建物応答への適用

第１部（前半） 2023 年 3 月 4 日 19:30 – 20:48

第１部（後半） 2023 年 3 月 4 日 22:00 – 22:54

第２部 2023 年 3 月 5 日 21:00 – 21:59

2.4.9 今後の課題

浅部断層の扱いについて整理してきたが、これらの内容を踏まえると、下の 2 つの課題が

考えられる。

１）浅部断層の詳細なモデル化

図 2-172 に示した熊本地震の断層モデルの大すべり域のすべり量は約 4 m であり、この

値を用いることにより、西原村の永久変位が説明できた。しかしながら、地表地震断層のす

べり量は約 2 m であり、両者に乖離がある。

そこで、入倉・倉橋 (2017) は、ごく浅い断層 (地表から深さ数 100 m まで) にすべり量

約 2 m を与えて、地表地震断層のすべり量を再現するとともに、西原村小森での永久変位

は変わらないことを確認した。

同様に、納所・他 (2018) も、入倉・倉橋 (2017) の研究を参考に、図 2-171 に示すよう

に、ごく浅い断層 (地表から深さ 0.3 km まで) にすべり量 2 m を与えて、地表地震断層のす

べり量を再現するとともに、西原村小森での永久変位は変わらないことを確認した。

図 2-171 地表地震断層のすべり量と整合させたごく浅い断層のモデル

(納所・他, 2018)

一方、震源断層は、単純な長方形でモデル化されるのに対して、地表の地震断層や活断層
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は、単純な直線ではないことがほとんどである。そこで、壇・他 (2020) は、図 2-172 に示

すように、2016 年熊本地震を対象に、震源断層と地表の地震断層をつなぎ、その間は三角

関係の集合体でモデル化した。この断層モデルを用いて得られた強震動と地殻変動を図

2-173 に示す。図より、永久変位を含む強震動が再現できていることがわかる。今後、この

ような詳細な断層モデルが要求される場面が増えると予想される。

図 2-172 熊本地震の浅部断層の詳細なモデル化 (壇・他, 2020)

図 2-173 図 2-172 に示した断層モデルを用いて得られた強震動と地殻変動
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２）観測波形と震源における力学との対応

図 2-174 は断層面上の最終すべり速度と最大すべり量および応力降下量の空間分布のイ

メージで、応力降下量の大きいところと、すべり速度の大きいところと、すべり量の大きい

ところが対応している。地震調査研究推進本部 (2017) の「レシピ」は、このようなイメー

ジで構成されている。

図 2-174 断層面のイメージ (壇, 2008)

一方、力学的な研究からは、すべり量は応力降下量とその断層サイズの積に比例し、長周

期成分の放出に寄与する。また、すべり速度は応力降下量に比例し、中周期成分の放出に寄

与するが、応力降下量は、すべり量の空間微分に比例し、すべり量に必ずしも比例しない。

同様に、すべり加速度は、応力降下量と破壊伝播速度の空間微分に比例し、すべり量やすべ

り速度に必ずしも比例しない。

そこで、これらの力学的な背景と観測記録から同定されるすべり量とすべり速度および

破壊伝播速度の空間微分との関係についても詳細な研究が望まれる。
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2.5 まとめ

本章では、特性化震源モデル設定手法の高度化を目的として、2023 年トルコ・シリア地

震、2022 年台湾池上地震、2022 年福島県沖の地震の 3 地震を対象に、地下構造モデルの

高度化、強震動記録を用いた震源モデルの構築、短周期側に着目した SMGA モデルの構

築、海溝型地震の震源特性の調査、震源パラメータのスケーリング則の検証を行った。

速度構造モデルの調整では、地震基盤以浅部を対象として、速度層の層厚を調整して、

観測記録との整合性が向上する地盤モデルを構築した。

運動学的震源モデルの構築では、ジョイントインバージョンにより、遠地記録、強震記

録、GNSS 記録の 3 つの観測記録を再現する不均質すべりモデルを構築した。

SMGA モデルの構築では、震源インバージョンの結果より得られたすべり量の大きい領

域を参考に加速度波形、速度波形、フーリエスペクトルの再現を行った。得られた 3 地震

の SMGA モデルは、既往のスケーリング則と概ね整合的な結果が得られた。

地表断層が現れた 2023 年トルコ・シリア地震及び 2022 年台湾池上地震についての

LMGA に関する検討も行われている。田中・久田 (2023)では、2023 年トルコ・シリア地

震を対象に、強震動予測レシピを地震発生層以浅に拡張する方法を用いて、地表地震断層

から 2 km 程度以内の観測点における永久変位を含む長周期成分の再現を検討している。

また、小穴・他 (2023)では、2022 年台湾池上地震を対象に、震源断層近傍における観測記

録の再現を試み、SMGA に加えて LMGA を検討することで観測記録の再現性が向上する

ことを示している。

本検討では、対象 3 地震について SMGA のみを対象にモデルの構築を行ったが、震源断

層近傍の観測記録の再現性を向上させるためには、今後、LMGA を検討する必要があると

考えられる。

海溝型地震のスケーリング則の検証では、収集した国内外の震源インバージョンより、

断層面積、アスペリティ面積を抽出し、過年度の結果及び既往のスケーリング則との比較

を行った。概ね過年度の結果、スケーリング則と整合的な結果であった一方で、地域性に

よるばらつきが一部地域で見られる結果となった。また、震源深さやアスペリティ領域の

深さ方向の分布を整理し、震源断層領域との関係について検討を行った。その結果、アス

ペリティの平均深さ、震源深さは、抽出した震源断層領域内の深い位置に集中する傾向が

得られた。

また、『強震動予測のための「レシピ」の流れ』として、本事業の位置づけを明確にす

るために、1998 年に入倉・他により提示された強震動予測のための「レシピ」のうち断層

モデルの設定法について、その後の流れも含めて解説するとともに、最新の研究を紹介し

た。現在「レシピ」は第３世代（研究開発中）に入っており、浅部断層への「拡張レシ

ピ」に関する研究を整理した。そのうえで、1）浅部断層の詳細なモデル化、2）観測波形

と震源における力学との対応に関する研究が今後の重要課題と考えられる。
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